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第１４期 第６回 鳥取市校区審議会の審議概要について

１ 日時   令和元年８月２１日（水）１４時００分 ～１６時２０分

２ 会場   鳥取市役所 第２庁舎５階 第１会議室

３ 出席者  本名会長、南部副会長、谷口委員、上田委員、川口委員、山田委員、福山委員、

牛尾委員、森本委員、民家委員

事務局：中村次長、竹田主幹兼指導主事、大坪主任

４ 報告事項

（１）第５回校区審議会審議概要について

（２）校区審議に関連する活動報告について

５ 議事

（１）本市の中長期的な校区のあり方について

  鳥取市のまちづくり面も考慮した中長期的な校区のあり方についての答申を策定するにあ

たり、エリア分けについての方向性の確認と答申案の骨子について協議しました。

【主な意見】

   ・本市の基本的な考え方というものが最初にあって、基準はこうなのだという流れの方がいい。ま

た、国の基準や法律に関することが先にあった方がよい。

・全体として学校数が減ることはやむを得ないが、小規模校も残っていくこともあると思うので、そ

のあたりの含みを残して、小規模校には小規模校の良さもあるとしっかりと書いておく必要があ

るのではないか。

・地域で検討した上で現状のまま小規模校を存続させていこうとなったときに、それに対応した文言

が必要なのではないか。

・２０年後を想定して考えれば、１０年で１２％程度減っているということは、２０年後には概ね、

２０数％減ってくると想定できる。

・答申案では、学級数も示して提案したい。２０年後には、相当数の学校が基準に照らして統廃合せ

ざるを得ない。

・エリア分けについては、市街地とそうでない地域とでは、だいぶ話が違ってくる。市街地ではない

地域において都市計画マスタープランの中で地域生活拠点というものを置いており、そこを拠点

としてエリアを考えていくのがいいのではないか。少なくともそこには小学校が存在するという

ようなイメージである。

・これまでの歴史的な背景を考えると、旧鳥取市の部分の今後と新鳥取市の部分の今後を一律に考え

ることはなかなか難しい。旧鳥取市の部分では、その中でエリアをいくつか分けることはできる

が、新市域の部分は慎重に考えていかないといけない。

・今から２０年後には、おそらく今の若い方々によって、昔の地域の区切りにこだわらないもっと割

り切った考え方も出てくる可能性もある。

・基本的には中学校区で考えていってはどうか。そうすると、新市域については、旧町村単位という

ことになってくる。市街地については今回議論した基準をもとに検討していくことになるのでは

ないか。
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【会長総括】

次回は、エリア分けについていくつかの案をお示ししながら議論をお願いしたい。特に、どうい

うエリアが考えられるかということと、そのエリアに議論いただいた基準を当てはめて、学校の数

はこの程度にしたいということを含めて議論いただきたい。新市域など、なかなか近隣と統合が難

しいという場合もあるが、その地域の中で魅力ある学校を作っていただくというようなまとめをし

ていきたいと思う。

     具体的には、エリアの設定をして、そのエリアの学校数を将来何校にするのが望ましいのかとい

うことを考えていきたい。委員の意見を踏まえると、新市域については中学校区単位ということが

基本になると思う。旧鳥取市の部分は、今までほとんど議論されていなかったが、２０年後を見据

えた形で提案させていただきたいと思う。

（２）「千代川以西エリアの学校のあり方」について

「千代川以西エリアの学校のあり方」についての答申の方向性について協議しました。

【主な意見】

・もともと、危険回避から始まった話である。危険を避けるためには２０年後の望ましい姿だけで

なく、早めに別途答申を出すべきだろう。ただ、八千代橋を渡らなければ安全かというと、他の

学校に通学するにしても安全ではない箇所もある。

・中長期的な考え方の中に、千代川以西の課題についても当然入ってくるとは思うが、この課題に

ついては２０年後まで放置しておいていいのかということもある。早めに考えなければならない

ということになれば別に答申を出した方がいいのではないか。

・このエリアはこれから人口が増える余地があると思うので学校を新しく建ててもいい。学園を中

心にしたまちづくりという構想にすれば、現在の世紀小、大正小においても新しい学校に移る方

がいいという方もおられるのではないか。

・自治会や公民館との区域など、なかなか複雑である。町内会がない箇所もあり、自治会の加入率

も低い状況の中で、地域の方々の考えが把握しにくい。そういった状況も踏まえながら、何らか

の形で答申をまとめたい。

・この課題についてはかなり議論をし尽くされており、校区審議会としての結論は出していかない

といけない。

【会長総括】

次回は、地域生活拠点や適正規模の基準等をもとに、エリア分けについて議論する。その際、

千代川を境に分けた方がいいということは、委員の皆さんの中でほとんど一致していると思うので、

分けたときにどういったケアをすればいいのか、どういったプランを立てていけばいいのかについ

て次回以降ご意見をいただきたい。なるべく１４期の間に方針を出して、何年かの間にこうする、

それまでは従来通りか、自由選択にするとかということを含めてもう少し話を進めていきたい。
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No 場所 会議名 内容等

1 R1.9.10 (火) 19:00 ～ 20:30 美穂地区公民館
江山地区義務教育学校設立
準備委員会（第８回環境整
備部会）

江山学園長寿命化棟・増築棟の設計に
ついて・校歌・校章の選定について

2 R1.9.11 (水) 19:00 ～ 20:00 大和地区公民館
江山地区義務教育学校設立
準備委員会（第８回江山の
宝応援部会）

広報紙の内容について、学校応援
組織について

3 R1.9.18 (水) 15:45 ～ 16:45 美和小学校
江山中学校区小中一貫教育
振興会（第7回）

特別の教科「かがやき科」につい
ての協議・ブロック制、部活動等
について

4 R1.9.24 (火) 19:00 ～ 20:30 美穂地区公民館
江山地区義務教育学校設立
準備委員会（第９回環境整
備部会）

江山学園長寿命化棟・増築棟の設計に
ついて

5 R1.9.27 (月) 19:00 ～ 20:30 美和小学校
江山地区義務教育学校設立
準備委員会

江山学園長寿命化棟・増築棟の設
計について・校歌・校章の選定に
ついて

6 R1.10.7 (月) 13:30 ～ 16:30 美和小学校
江山中学校区教育課程研修
会

新設の教科に関する教育課程の作成

校区審議に関連する活動報告

月　　日 実施時間
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質問内容 答弁要旨

会
派
新
生

朝
野

和
隆
議
員

現在校区審議会は第

14 期となっているが、

これまで本市における

小・中・義務教育学校

の学校配置及び校区設

定について、校区審議

会はどのようにかかわ

ってきたか伺う。

校区審議会は 15 人以内の委員で組織されており、教育委員会の諮問

に応じて、子どもたちのよりよい教育環境の整備に向けた、学校区の

設定や学校のあり方等を検討していただいている。

 昭和 40 年に第１期校区審議会が開かれ、その後は教育委員会として

諮問すべき事項が発生した都度、２年の任期で議論いただき、答申等

をいただいてきた。

 昭和から平成の初め頃にかけては、児童・生徒数の増や大規模宅地

開発に対応する内容が多かったのに対して、市町村合併以降の平成 20
年頃からは、児童・生徒数減に伴う学校統合や小・中一貫校設置など

少子化対策に関連した内容が、議論の中心になってきている。

会
派
新
生

朝
野

和
隆
議
員

第14期校区審議会で

はどのような課題につ

いて審議しているのか

伺う。

本市の人口は、一部では宅地開発等により人口増加が進んでいるエ

リアがあるものの、全体として減少傾向にあり、学校の規模において

教育効果の面での課題が指摘されている。

こうした課題の解決に向けて、本市では鳥取市教育振興基本計画(平
成 28～令和 2 年度)に基づき、学校、家庭と地域が一体になり、子ど

もたちの育みはもとより地域の将来を見据え、各地域の実情に応じた

活力ある学校づくりを推進することとしている。

第 14 期校区審議会には、現在において課題解決が急がれる学校区の

あり方はもとより、将来を担う子どもたちや地域にとってふさわしい

学校配置・校区は中長期的にどうあるべきか審議していただいている。

会
派
新
生

朝
野

和
隆
議
員

校区審議会は現在あ

る校区の課題につい

て、今後どのようなス

ケジュール感と方向性

をもって解決しようと

しているのか。

第 14 期校区審議会では、これまで次の 2 点について 6 回の審議を重

ねていただいている。

(1)早急に議論が必要な学校区のあり方について

(2)鳥取市全域の中長期的な学校区のあり方について

 小規模化により早急に議論が必要と考えられる学校区のうち、複数

の地域で自発的に「学校のあり方を考える検討組織」が作られており、

校区審議会としては、そこで導き出された方向性を尊重する一方、鳥

取市のまちづくりや全体のバランス等を視野に入れて検討を進めてい

くと伺っている。

 また、中長期的な学校区のあり方についても活発な議論が交わされ

ており、国が示す適性規模・配置基準等に配慮しながら、本市にふさ

わしい独自の基準、学校配置のあり方をまとめていこうとされている。

 平成 10 年から 30 年までの 20 年間で本市の児童・生徒数は約３割

減少しており、第 14 期校区審議会では、概ね 20 年後である 2040 年

の本市の姿を見据えて検討していくこととされており、来年 10 月の任

期末までに答申をいただく予定である。 

9/13 
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会
派
新
生

朝
野

和
隆
議
員

中心市街地の空洞化

が指摘されて久しい。

校区審議会でも、第 11
期以降継続して検討課

題として中間まとめに

取り挙げられている。

狭い範囲に学校がある

ことと小規模化に伴う

教育効果の課題は喫緊

の懸案事項であり、先

伸ばしにすべきではな

いと考えるが教育長の

所見はどうか。

先ほども申し上げたが、小規模化が進んでいる中、一部の地域で自

発的に「学校のあり方を考える検討組織」が作られている一方で、検

討組織が立ち上がっていない地域もあるのが実態である。

学校の新設・統合や校区再編は、方針決定をしても実際に実現する

までに５～6 年を要することもある。

第 14 期校区審議会により、中長期的な学校区のあり方について答申

をいただいたのちには、教育委員会としても該当地域に出かけて丁寧

に説明し理解を得ることで、できるところから、「学校のあり方を考え

る検討組織」の立ち上げに向けて働きかけていきたいと考えている。

いずれにしても、学校・保護者・地域が一体となって 20 年後を見据

えた議論が活発になることを期待しているところである。 
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鳥取市都市計画マスタープラン

1 

７ 全体マスタープラン
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大正16、世紀7

城北13、世紀17

城北31、大正11

城北4、世紀15

城北0、世紀29

城北6、世紀13

城北51

0

0

0

0

城北10

43令和元年5月1日現在

議事２

8

は、自治会アンケート実施地域

赤字の数は、小学校の児童数を示す



2019/5/1現在
全体 安長 商栄町 南安長1 南安長2 南安長3 緑ケ丘2 緑ケ丘3 千代水1 千代水2

０歳 42 11 12 6 4 0 9 0 0 0

1歳 34 17 2 7 1 1 6 0 0 0

2歳 27 12 5 2 5 0 3 0 0 0

年少 3歳 31 10 4 12 1 0 4 0 0 0

年中 4歳 34 16 3 8 1 2 4 0 0 0

年長 5歳 28 7 5 9 3 1 3 0 0 0

小1 6歳 20 11 1 5 0 0 3 0 0 0

小2 7歳 29 13 1 7 2 3 3 0 0 0

小3 8歳 22 7 3 6 1 0 5 0 0 0

小4 9歳 22 6 2 8 1 1 4 0 0 0

小5 10歳 20 9 1 4 1 1 4 0 0 0

小6 11歳 23 11 3 5 1 1 2 0 0 0

中1 12歳 20 13 2 3 1 0 1 0 0 0

中2 13歳 12 4 1 3 1 1 2 0 0 0

中3 14歳 21 8 3 4 0 0 6 0 0 0

15歳 13 5 3 3 2 0 0 0 0 0

398 160 51 92 25 11 59 0 0 0

千代川以西エリアに在住する城北小学校区の子どもの数

合計
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千代川以西エリアの児童数（城北小学校区在住）
※城北小学校区：安長・商栄町・千代水1～2・南安長1～3・緑ケ丘2～3

【年度・学年別児童数】

児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 生徒数 学級数

1 20 1 29 1 22 1 22 1 20 1 23 1 136 6

2 28 1 20 1 29 1 22 1 22 1 20 1 141 6

3 34 2 28 1 20 1 29 1 22 1 22 1 155 7

4 31 2 34 2 28 1 20 1 29 1 22 1 164 8

5 27 1 31 2 34 1 28 1 20 1 29 1 169 7

6 34 2 27 1 31 1 34 1 28 1 20 1 174 7

7 42 2 34 2 27 1 31 1 34 1 28 1 196 8 144.11

※R1.5.1現在に当該エリアに在住する子どもの数

※R2年度以降の１年生は、R1.5.1現在の該当地域出生児数

※R2年度以降の２～６年生は、前年度の各１学年下の児童数

※学級数は、鳥取県公立小・中・特別支援学校少人数学級編成基準により算出

（１・２年生：３０人学級　　３年生以上：３５人学級）

６年生 全　校 全校生徒数
増　減　率
（対比R1）

年度
１年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生

208 211 212 210 206
215

207

20 28 34 31 27 34 42

29 20
28 34

31
27

3422 29
20

28 34 31

27
22

22
29

20 28 34
31

20
22

22
29 20

28

34

23
20

22
22 29

20

28

136
141

155

164
169

174

196
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千代川以西エリアの児童数（城北小学校区在住）の推移

６年生

５年生

４年生

３年生

２年生

１年生

学級数

（学級数）（児童数）

（年度）
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千代川以西エリアの生徒数（北中学校区在住）
※北中学校区：安長・商栄町・千代水1～2・南安長1～3・緑ケ丘2～3
【年度別生徒数】

生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数

1 20 1 12 1 21 1 53 3
2 23 1 20 1 12 1 55 3
3 20 1 23 1 20 1 63 3
4 22 1 20 1 23 1 65 3
5 22 1 22 1 20 1 64 3
6 29 1 22 1 22 1 73 3
7 20 1 29 1 22 1 71 3
8 28 1 20 1 29 1 77 3
9 34 2 28 1 20 1 82 4
10 31 1 34 1 28 1 93 3
11 27 1 31 1 34 1 92 3
12 34 2 27 1 31 1 92 4
13 42 2 34 1 27 1 103 4 194.33
※R1.5.1現在に当該エリアに在住する子どもの数
※R2年度以降６年間の１年生は、R1.5.1現在の該当小学校区各学年児童数
※R8年度以降の１年生は、R1.5.1現在の該当地域出生児数
※R2年度以降の２、３年生は、前年度の各１学年下の生徒数
※学級数は、現在の鳥取県公立小・中・特別支援学校少人数学級編成基準により算出
（１年：３３人学級、２・３年：３５人学級）

年度
１年生 ２年生 ３年生 全　校 全校生徒数

増　減　率
（対比R1）

83

69

78

98
10 10

91

74

66 69

76 74 77
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34

42
12
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千代川以西エリアの生徒数（北中学校区在住）の推移

３年生

２年生

１年生

学級

数

（学級数）（生徒数）

（年度）
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